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小規模事業者持続化補助金の公募が始まります！小規模事業者持続化補助金の公募が始まります！小規模事業者持続化補助金の公募が始まります！

（枠内の下段は令和５年４月～令和７年３月の雇用保険料率）

負担者

事業の種類

①
労働者負担
（失業等給付・
育児休業給付の
保険料率のみ）

②
①＋②

雇⽤保険料率
事業主負担 失業等給付・

育児休業給付の
保険料率

雇⽤保険⼆事業
の保険料率

⼀般の事業

（令和６年度）

農林⽔産・
清酒製造の事業

（令和６年度）

建設の事業

（令和６年度）

※

※ 園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内水面養殖および特定の船員を雇用する事業については一
般の事業の率が適用されます。

公　　　募

スケジュール

持続化補助金とは　小規模事業者が経営計画を自ら作成し、それらに基づいて行う販路開拓の取組み等の経

　　　　　　　　　費の一部を補助するものです。

対 象 経 費　機械装置等費、広報費、ウェブサイト関連費、展示会等出展費、旅費、新商品開発費、

　　　　　　借料、委託・外注費

補助金額等 ＜一般型・通常枠＞

　　　　　　補 助 率　２/３

　　　　　　補助上限　５０万円

　　　　　　インボイス特例　インボイス特例の要件を満たす場合は、上記補助上限額に50万円を上乗せ

　　　　　　賃金引上げ特例　賃金引上げ特例の要件を満たす場合は、上記補助上限額に150万円を上乗せ

　　　　　　【特例要件】

　　　　　　　○インボイス特例 ⇒ 免税事業者のうちインボイス発行事業者の登録を受けた事業者

　　　　　　　○賃金引上げ特例 ⇒ 事業場内最低賃金を＋50円以上とした事業者

　　　　　　＜創　　業　　型＞

　　　　　　補 助 率　２/３

　　　　　　補助上限　２００万円（免税事業者のうちインボイス発行事業者の登録を受けた事業者は、　

　　　　　　　　　　　　　　　　　一律に50万円の補助上限上乗せ）

　　　　　　【創業型の申請要件】

　　　　　　　　産業競争力強化法に基づく「認定市区町村」または「認定市区町村」と連携した「認定　

　　　　　　　連携創業支援等事業者」が実施した「特定創業支援等事業による支援」を受けた日および　

　　　　　　　開業日（設立年月日）が公募締切時から起算して過去３か年の間であること。

　　　　　　申請受付開始：2025年５月１日（木）　　申請受付締切：2025年６月１３日（金）

　　　　　　　※商工会への事業支援計画書の発行依頼期限は６月３日（火）です。

　　申請の際には、公募要領をご確認の上、商工会へお早目の相談をお願いいたします。詳細については　

　ホームページをご覧ください。

　　一般型・通常枠：https://www.jizokukanb.com/jizokuka_r6h/

　　創　　業　　型：https://r6.jizokukahojokin.info/sogyo/

　　　　　小規模持続化補助金申請のための事業計画作成セミナーを開催します！

　　　　　詳細は同封のチラシをご確認の上、事前の参加申込みをお願いいたします。

令和７年３月末での退職・異動

＜退職＞　局　　長　吉 川　誠 一

　　　　　一般職員　石 丸　小 乃

＜異動＞経営支援員　加藤　千可子

　　　（坂井市商工会・春江支所 ⇒ あわら市商工会）

新 任 職 員 挨 拶

令和７年４月１日付での内部異動

経営支援員　伊 藤　明 代（丸岡 ⇒ 三国）

経営支援員　米 元　加 織（三国 ⇒ 丸岡）

新体制での商工会事務局につきましても、引続きよろしくお願いいたします。新体制での商工会事務局につきましても、引続きよろしくお願いいたします。新体制での商工会事務局につきましても、引続きよろしくお願いいたします。

新任職員挨拶 および 人事異動

なかだ りかひがしやま よしあき

事務局長　東 山　義 昭 経営支援員　中 田　梨 香
（春江支所）

この度、坂井市商工会に着任しました東山

と申します。

　坂井市商工会の発展のため一役を担えるよ

う努めてまいりますので、ご指導・ご鞭撻の

ほどよろしくお願いいたします。

この度、福井北商工会より異動してまいり

ました、中田梨香と申します。

　少しでも早く皆様のお役にたてるよう日々

努めてまいりたいと思いますので、ご指導ご

鞭撻のほどよろしくお願いいたします。
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令和７年度　福井県当初予算事業令和７年度　福井県当初予算事業令和７年度　福井県当初予算事業令和７年度　福井県当初予算事業令和７年度　福井県当初予算事業令和７年度　福井県当初予算事業令和７年度　福井県当初予算事業

事業後継者のための支援制度のご案内事業後継者のための支援制度のご案内事業後継者のための支援制度のご案内事業後継者のための支援制度のご案内事業後継者のための支援制度のご案内事業後継者のための支援制度のご案内事業後継者のための支援制度のご案内

　商工会では、一定の要件を満たした事業後継者向けの支援制度を設けております。事業に必要な経

費の一部を補助し、事業承継における事業主負担の軽減を図る支援を行います。

50万円

補助対象経費の２分の１以内

坂井市商工会小規模事業者後継者支援事業補助金

対　象　者

対 象 経 費

補助上限額

補　助　率

　まず は、お近くの坂井市商工会本所・各支所へご相談ください。

市内に事業所を有し、小規模事業者の経営を受け継ぎ、事業継続・新たな事業を展開するもの
（※事業承継後２年以内の申請に限ります）

店舗・工場等の建設費、取得および改修費、新たな店舗、駐車場等の賃借料（最
大６ヶ月間）、機械設備・備品購入費、新商品開発費、広報費、展示会等出展費、
事業に供する車両購入費（営業車両など普通乗用車除く）（※汎用品・消耗品は対象外）

令和７年度に実施される予定の福井県産業労働部管轄の支援施策を中心にご紹介します。

補助上限額

補助率　※

要　件

３００万円

　3/4（4/5）

２００万円

　2/3（3/4）

１００万円

　2/3（3/4）

区　分 通　常　枠 前向き枠 大規模賃金引上枠

付加価値額：年率３％以上増
平均給与支給額：1.5％以上増

付加価値額：年率５％以上増
平均給与支給額：1.5％以上増

付加価値額：年率５％以上増
平均給与支給額：5.5％以上増

取引適正化
対策強化事業

企業活動
分析による
収益力強化
事業補助金

新幹線開業後
の課題解決に
向けた投資
応援事業

ふくいの逸品
創造ファンド
事業

新規創業支援
事業

福井型スタート
アップ創出支援
事業（スタート
アップ成長枠）

ものづくり
企業女性活躍
応援事業

旅の目的地と
なる飲食店
開業支援事業

多様な宿泊
施設整備支援
事業

新規

副業・兼業
マッチング
支援事業

外国人労働者
受入環境整備
事業

ふくい業務
改善・賃上げ
応援事業

事業承継支援
事業

事業の太陽光
・蓄電池設備
導入促進支援
事業

企業における
省エネ設備等
導入支援事業

新規

拡充

新規

新規

　バリューチェーン分析等を活用し、生産性向上や業務効率化に向けた設備投資や商品開発など、付
加価値を高める取組みを支援します。

　　　　　　　　　　　　　　　　※県の広報への同意および発注者目線での取組事例を提出する場合、補助率を嵩上げ

募集時期　１回目：令和７年４月～５月（予定）
　　　　　　２回目：令和７年７月～８月（予定）

　北陸新幹線福井・敦賀開業効果を県内に広く波及させるため、観光客の受入れにかかる課題の解決
につながる店舗改装等への投資を支援します。

受付期間　令和７年度上半期募集予定
補助率等　１／３以内（上限１５０万円）（１０事業者程度）
対象経費　店舗改装・設備導入にかかる事業用建物の増改築費、設備導入費等
条　　件　北陸新幹線開業以降、売上および客数が開業以前と比較して減少しており、売上拡大の

　　　　　　ための対策が必要な店舗を営業していること

　地域資源を活かした商品開発や販路開拓を支援し、地域産業の活性化を図ります。
事業内容　地域資源を活用した新商品・新サービスの開発および販路開拓

　　　　　　　補　助　率　中小企業（県１／２）、小規模事業者（県２／３）
　　　　　　　補助上限額　２００万円
　　　　　　地域資源を活用し直近３年以内に商品化・開始した新サービスの販路開拓
　　　　　　　補　助　率　中小企業（県１／２）、小規模事業者（県２／３）
　　　　　　　補助上限額　１００万円

　民宿や旅館、ホテルにおいて、観光資源を活かしたコンセプトルーム等、来県の目的となるような
多様かつ魅力的な宿泊施設の整備を進めることにより、本県へのさらなる誘客、滞在時間の延長およ
び観光消費額の増加につなげます。

事業内容　コンセプトルーム等の宿泊施設整備を支援（サイクリストに優しい宿、ペットと泊まれる宿等）

　　　　　　　補　助　率　　 県１／３（市町１／３、事業者１／３）
　　　　　　　補助上限額　　 ５００万円／件　　１，０００万円／件（新規開業）　　　　　　
　　　　　　専門家チームにより計画された上質な宿泊施設等への整備費を支援
　　　　　　　補　助　率　　 県１／２（事業者１／２）
　　　　　　　補助上限額　　 ６，０００万円／件

　都会にはない本県ならでは強みを活かすため、福井の食材や伝統の技を体感できる飲食店の開業を
支援し、産地に根差した美食の拠点を創出します。

事業内容　福井の食材や伝統の技を体感できる飲食店の施設・設備等の整備を支援
　　　　　　　補　助　率　県１／２　　　　　補助上限額　２，０００万円

　事業者の新規創業とその後の事業継続を支援し、将来の地域の担い手となる持続力のある事業者を
育成します。

事業内容　県内で新たに創業を行う際の初期費用を支援
　　　　　　　補 助 要 件　支援機関の指導を受けて事業計画を作成すること 　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　創業後に支援機関からの継続した経営指導を受けること
　　　　　　　補　助　率　県２／３　　　　　補助上限額　２０万円 　　　　　 　 

　成長意欲の高い県内中小企業者の事業拡大を支援します。
対 象 経 費　事業拠点開設、商品等開発、販路開拓などにかかる経費
受 付 期 間  令和７年４月～６月頃を予定 
補 助 率　２／３（上限３００万円）
補 助 件 数　１０件

　女性が働きやすい職場環境づくりや企業の魅力発信など、県内製造業者が行う女性活躍の推進を目
的とした取組みを支援します。

事 業 内 容　女性活躍推進の取組み（就労環境改善、情報発信等）に要する経費の一部を補助
補　助　率　県２／３
補助上限額　２００万円

　ふくいプロフェッショナル人材総合戦略拠点や人材紹介会社等と連携し、 副業・兼業人材 を活用
する県内企業を支援します。

事業内容　①　副業・兼業セミナー、オンライン交流会の開催
　　　　　　②　副業・兼業人材を初めて利用する県内企業が人材紹介会社に支払うマッチング手数
　　　　　　　　料の一部を補助

対象経費 人材紹介会社に支払う副業・兼業人材のマッチング手数料副業・兼業人材に支払う報酬、旅費
補助率等　補助率：８／１０、補助上限３５万円　　　受付期間  令和７年４月予定

　外国人労働者が福井を選び、中長期間にわたり活躍してもらえるよう、県内企業が行う就業・生活
環境整備等を支援します。

事業内容　外国人労働者の就業・生活環境改善等を支援
　　　　　　　補　助　率　県１／３
　　　　　　　補助上限額　労働・生活環境整備　３０万円
　　　　　　　　　　　　　住宅環境整備を行う場合１００万円に引き上げ

　国の業務改善助成金に県独自の上乗せを行うとともに、一定以上の賃上げを行う事業者に対し奨励
金を支給するなど、賃上げを行いやすい環境を整備します。

事業内容　国の業務改善助成金への上乗せ
　　　　　　　対　象　者　国の業務改善助成金の支給決定を受けた者
　　　　　　　補　助　率　国助成金支給決定額の１／５
　　　　　　奨励金の支給
　　　　　　　対　象　者　国の業務改善助成金の申請者であり、事業場内最低賃金を９０円以上引
　　　　　　　　　　　　　き上げる者　※支給対象となる引上げ幅は、令和７年度地域別最低賃金改定の目安額公表後、必要に応じ変更

　　　　　　　支　給　額　対象となる労働者１人あたり１０万円
　　　　　　　支給上限額　１事業者あたり１００万円

　事業承継における後継者問題の解決のため、県内中小企業の企業価値向上に向けた取組みの支援や
Ｍ＆Ａによる引継ぎを推進します。

事業内容　事業承継に向けた企業価値向上に対する助成
　　　　　　　補　助　率　県２／３　　　　　補助上限額　１００万円／件
　　　　　　事業引継ぎを行う事業者等への奨励金の支給
　　　　　　　売り手　５０万円　　　　　　　買い手　１０万円

　県内企業を対象に、太陽光発電および蓄電池設備の導入に係る経費を支援することによ り、再エ
ネの地産地消の取組みを加速化し、県内全域において再エネの普及を図ります。

事業内容　自家消費型太陽光発電と蓄電池設備のセット導入支援補助金
 　　 　　　　 補助要件　太陽光と蓄電池のセット導入
　　　　　　　補 助 率　太陽光　５万円／ｋＷ 
　　　　　　　　　　　　蓄電池　１／３（業務用 6.3万円／kWh以内、家庭用 5.1万円／kWh以内） 
　　　　　　　補助上限　１,１３０万円（太陽光５００万円、蓄電池６３０万円）
　　　　　　自家消費型太陽光発電設備の単独導入支援補助金
　　　　　　　補助要件　太陽光の導入　　　　補 助 率　太陽光　３万円／ｋＷ 
　　　　　　　補助上限　３００万円     

　県内企業が行う省エネ・省ＣＯ２対策を支援することにより、エネルギー価格の高騰および脱炭素
社会の推進に対応した経営体質への転換を後押しします。
　　事 業 内 容　省エネ・省ＣＯ２効果の高い設備の導入支援
　　補　助　率　県１／２　　　　補助上限額　６００万円
　　対 象 経 費　生産設備、空調機器、給湯器およびＬＥＤ（省ＣＯ２効果が３０％以上の設備 等）
　　受 付 期 間  令和７年５月予定（先着順）


